意見
１　決算概要について
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20年度 19年度 差引

29,561 31,058 △ 1,497

29,291 30,573 △ 1,282

13,567 14,260 △ 693

法 人 二 税 5,235 5,667 △ 432

地 方 消 費 税 2,557 2,704 △ 147

42 47 △ 5

190 109 82

1,798 1,789 9

2,486 2,351 135

432 840 △ 409

5,208 5,515 △ 307

2,736 2,476 260

29,114 30,410 △ 1,296

11,949 12,622 △ 673

人 件 費 8,669 9,142 △ 474

公 債 費 2,893 3,112 △ 220

扶 助 費 388 368 20

2,082 2,644 △ 563

15,084 15,144 △ 60

補 助 費 等 8,208 8,641 △ 433

貸 付 金 4,824 5,051 △ 226

177 163 14

73 176 △ 103

104 △ 13 117

注：

　　  収入特定財源を差し引いたもの）

形 式 収 支 C=A-B

実 質 収 支 C-D

翌年度繰越財源 Ｄ

実質収支＝形式収支－翌年度繰越財源(翌年度繰越額から未
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（１）平成20年度一般会計の決算内容についてみてみると、歳入決算額は２兆9,291億円で、前年度に比べ、景気の急激な悪化による法人二税など府税収入の大幅な減少及び減債基金からの借入れを取り止めたことなどにより、1,281億6,800万円、率にして4.19％減少している。
（２）一方、歳出決算額は２兆9,114億円で、前年度に比べ、医療費や介護保険等の社会保障経費に係る負担は増加したものの、財政再建プログラム（案）に基づく人件費、投資的経費及び補助費等が減少したことなどにより、1,296億300万円、率にして4.26％減少している。
また、最終予算の段階で財政調整基金に370億円積み立てている。

（３）形式収支は、177億円の黒字を計上し、３年連続の黒字となった。形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支も、104億円の黒字となり、11年ぶりに黒字に転じ、前年度に比べ、117億円の改善となっている。
なお、流域下水道事業については、平成19年度は一般会計に含まれていたが、平成20年度に流域下水道特別会計（平成20年度歳入総額797億8,600万円、歳出総額771億1,000万円）が新設され、一般会計から独立した会計となっている。
（４）各月の収入支出差引累計額をみると、平成20年４月末から平成21年２月末まで3,000億円から4,000億円の赤字で推移しており、平成21年３月末にプラスに転じている。資金調達のため、基金等の内部資金の繰替使用を行っているが、それだけでは対応できない日があった場合は金融機関からの一時借入を行っている。特に毎年４月、５月は出納整理期間にあたり、他の月よりも支出額が多いにもかかわらず、３月決算法人に係る法人事業税や、自動車税等のまとまった収入が入るのは６月となるため、例年この時期は金融機関からの一時借入により対応することとなっている。平成20年度は前年度に比べると、支払利子総額は減少しているが、一時借入等の外部資金による支払利子の額は増加している。

（５）一般会計と特別会計の額を合算したものから、公営事業会計に係る収支を除いた普通会計ベースでの実質収支は、平成19年度の７億円の赤字から126億円改善され、119億円の黒字となっている。財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は、人件費や公債費の減少、臨時財政対策債や減収補てん債の発行などにより、前年度より6.1ポイント改善し、96.6％と２年ぶりに100％を下回った。
２　総括意見
（１）平成20年度の財政状況をみると、実質収支において117億円の改善となっているが、減債基金借入を取り止めた（平成19年度は歳入の不足額を補うために減債基金から680億円借り入れている）ことや収支改善の取組効果額として最終予算の段階で財政調整基金に370億円積み立てたことなども勘案すれば、収支状況は前年度に比べると実質的に1,167億円改善されているといえる。
　　しかしながら、平成11年度から平成12年度にかけて、歳入不足を補うため、(財)大阪府育英会や大阪府住宅供給公社などへの長期貸付金の返済を前倒しで受けて単年度貸付に切り替えている。

これらの単年度貸付は毎年度４月１日に貸付が行われ年度末に償還されるため、単年度収支に影響しないばかりでなく公会計制度における貸借対照表にも反映されず、地方公共団体の財政状況を的確に反映するという点からは好ましいものとはいえない。

大阪府が現在行っている単年度貸付を貸借対照表に適切に反映される長期貸付に切り替えるとすれば、900億円程度の新たな財源が必要となることに留意されたい。
　　
（２）大阪府は平成20年６月に財政再建プログラム（案）を策定し、平成20年度から平成22年度までの３年間を集中改革期間と定め、財政再建に取り組んでいるが、同プログラム（案）に基づく歳出削減策などにより、人件費は対前年度比5.18％（474億円）、投資的経費は対前年度比21.28％（563億円）、補助費等は対前年度比5.02％（433億円）の減となっている。

財政再建プログラム（案）では、平成20年度における改革の効果額は1,100億円とされている。詳細な改革の効果額については別途検証が必要となるが、（１）にも記載した通り、平成20年度の財政状況が実質的に1,167億円改善されていることから考えれば、財政再建プログラム（案）による改革は一定の効果を上げていると言える。
（３）しかしながら、平成13年度から歳入不足を補うために行ってきた減債基金からの借入総額は5,202億円にも及ぶ。平成21年２月に試算された今後の財政収支の見通し〔粗い試算〕によれば、実質公債費比率を早期健全化基準以上にしないためには、単年度収支を黒字にすることに加え、平成22年度以降は減債基金からの借入れを毎年280億円から500億円程度返済していく必要があるとされている。

また、平成20年度の税制改正により、平成20年10月１日以後に開始する事業年度から法人事業税の一部が地方法人特別税として分離され、地域間の財源偏在を是正することを目的として、地方法人特別譲与税として再配分されることとなっている。これにより、大阪府においては平成21年度以降平年ベースで府税収入が250億円程度減少することが予想される。
さらに平成21年６月末の法人二税は、前年同期比67％となっており、本府を取り巻く財政状況はますます厳しくなることが予想されることから、今後もさらなる行財政改革に取り組まれたい。
その上で、今後とも地方が自らの権限、責任及び財源のもとで必要なサービスを選択し、提供し得る地方税財政制度が構築されるよう、国への働きかけを積極的に行い、地方による自立的な財政運営がなされるよう努められたい。

３　個別意見
平成20年度下半期及び平成21年度上半期における定期監査を通じて、大阪府の組織及び運営の合理化に資するため委員が必要と認めて監査結果に付した委員意見を以下に記載する。
（１）債権管理の適正化について
大阪府の収入未済額は高水準で推移しており、債権の回収強化に一層努めるとともに、回収努力を行った上でも回収困難な債権については、回収見込額と回収コスト等を考慮しつつ、徴収停止や債権放棄の基準を明確化し、処理を促進していく必要がある。

そのため、全庁的観点から債権の管理状況や課題のチェックを行い、債権回収の強化と債権管理の適正化に向けた実効性のある取組方策について早急に検討されたい。（総務部）

（２）個人府民税の徴収向上について
国から地方への税源移譲により個人府民税の課税額が増加し、これに伴い府税全体の収入未済額の47.6％を個人府民税が占めるようになり、個人府民税の徴収向上に向けた取組が喫緊の課題となっている。

そのため、平成21年度に設置した地方税共同徴収センターの共同取組など、引き続き市町村との連携・協力を一層強化し、個人府民税の徴収向上に努められたい。

また、個人府民税の課税額の約３割を占める大阪市分における個人府民税の収入歩合について、大阪市以外の市町村に比べ低い状況にあることから、早急に大阪市との連携強化を図られたい。（総務部）

（３）物品調達システムについて
現行の物品調達システムは物品の納品が納入期限を過ぎる場合、当初の購入を取り消した上で再度、見積り徴取から手続きをやり直すことを前提にしているため、購入決定後は納入期限を過ぎた納品日を入力することができないことになっている。

物品の発注に際しては、納入期限に余裕をもって物品の発注を行うべきことは当然のことであるが、納入期限を経過して物品が納品されるというリスクを完全に排除することは不可能である。現行の事務処理では納入期限までに納品がなされず、調達手続きを一からやり直す時間的余裕がない場合の手続について定められておらず、不適切な事務処理が行われる可能性もあることから、適正な手続について検討の上周知を図られたい。（総務部）

（４）介護保険事業者及び介護支援専門員管理システムの運用について
「介護保険事業者及び介護支援専門員管理システム」については、平成18年度から運用開始されてきたところであるが、当該システムのデータベースのうち、介護保険事業者の管理情報の入力作業が完了していないため、公費を投じているシステムが十分に活用されていない状況となっているので速やかに是正されたい。

また、当該システムの運用の意義は、介護支援専門員の資格管理情報との連携であることから、担当課間で相互に連携することにより業務を円滑に行うよう努められたい。

なお、当該システムは介護保険法の適正かつ円滑な運用のため、国が設計し全国ネットワーク化を図るべく導入したものであるが、実際の運用面においては課題があると思われるので、各都道府県と連携を密にし、国に対して改善の要望を行う等、強く意見表明されたい。（福祉部）
（５）保健所検査業務のあり方について
府内４か所の保健所検査課においては、行政機関として実施しなければならない行政検査のほか、府民等からの依頼検査を実施している。４検査課における検査実績を確認すると、依頼検査は減少傾向にあり、検査項目の中には実績が低いものもある。また、両検査の実績は、検査課によって差も見られる。
このため、４検査課に設置している検査機器や検査技師の効果的な配置や検査の集約・集中化について検討するなど、より一層の検査業務の効率化に努められたい。

また、保健所検査課が今後も引き続いて実施すべき依頼検査の項目についても、併せて検討されたい。（健康医療部）

（６）不適正会計処理に対する対応について
大阪府立産業技術総合研究所において、長年にわたり手数料等として徴収する現金の受け払い時に受領誤り等から生じた現金（過誤納金）を簿外で保管し、徴収金の不足が発生した際に補てんしていた事案や、金融室貸金業対策課において、普段使用しない脇机の引き出しの奥から未使用の郵券等が発見された事案が判明した。

当該事案については、既に是正されているが、今後、府民の信頼を損なうことのないよう、商工労働部においては、部内におけるコンプライアンス意識の向上及び公金に対する意識啓発等、再発防止策に取り組まれたい。（商工労働部）
（７）(株)大阪繊維リソースセンター及び施設のあり方について
株式会社大阪繊維リソースセンターについては、平成17年度以降債務超過の状況であり、平成18、19及び20年度の決算では三期続けて当期利益を計上したものの、平成20年度の秋以降の金融危機の影響により、収支状況が悪化、平成21年度以降についても、厳しい経営状況が続いており、平成21年度から償還が始まる大阪府の貸付金約21億円の返済については目処がたたない状況にある。
このまま放置すれば、株式会社大阪繊維リソースセンターの経営が困難な状況に陥ることは避けられないところであり、同社及び施設（テクスピア）のあり方について早急かつ抜本的に検討されたい。（商工労働部）
（８）石川河川公園駐車場予定地について
石川河川公園に設置を計画している柏原市内の駐車場については、平成４年に用地の一部が先行取得されているが、残りの用地が未買収であることから、いまだ整備は行われていない。

先行取得済の土地については、駐車場整備までの間における活用等が十分に期待できない状況であることに加え、今後、整備の遅れに伴う金利・事務費等府負担の更なる増加が見込まれることから、石川河川公園全域における駐車場の配置計画の再検討を行い、同駐車場に係る整備の必要性を早期に見極め、先行取得済の土地の取扱いについて検討されたい。（都市整備部）

（９）服部緑地公園内貸付地について
服部緑地における耕作用貸付地のうち、耕作が行われていない土地については貸付契約の解除を行うなど早期に対応を進められたい。また、耕作が行われている土地を含めた公園整備の必要性を早期に見極め、その取扱いを検討されたい。（都市整備部）

（10）事業予定地の管理について
都市整備部出先機関が管理する事業予定地について調査したところ、不法占拠されているもの、行政財産使用許可等所定の許可手続等がとられずに用地協力者に対し使用を認めているものがあったので、速やかに是正されたい。

また、今後、新たに不法占拠を発生させないよう、用地管理の要領等において、定期的なパトロールによる現状把握や是正措置について規定するとともに、フェンス、境界杭、看板を適切に設置・維持管理されたい。（都市整備部）

（11）不適正会計処理に対する対応について
住宅経営室において、弁護士から返還された郵券及び印紙を、郵券類出納簿に記載せず、机の中で保管し、郵券及び印紙が郵券類出納簿より不足した際に、補てんしていた事案が判明した。

住宅まちづくり部においては、部内におけるコンプライアンス意識の向上及び公金に対する意識啓発等、再発防止策に取り組まれたい。（住宅まちづくり部）

（12）府立高等学校授業料の収入未済について

府立高等学校の授業料の収入未済（滞納）は、近年、大幅に増加しており、早急に対策を強化する必要がある。

授業料の徴収事務については、各学校が実施しているところであるが、教育委員会事務局として、滞納債権の現状把握に努めるとともに、保護者に対する請求の法的根拠の明確化を図るなど、収納率向上のための効果的な手法について検討・指導を行い、各学校に対する支援体制の強化に努められたい。（教育委員会）
（13）放置違反金等の債権管理について
放置駐車違反車両に係る放置違反金の収入未済は年々累増しており、約15万９千件、約21億4,781万円（平成20年度末）と大きな金額となっていることから、早急にその徴収の強化にむけた対策を講じられたい。また、放置違反金の債権管理に使用している電算システムは、効果的な滞納債権回収を行うために必要な機能が備わっていないことから、その機能強化について検討されたい。

さらに、各警察署で徴収している違法駐車車両排除費を放置違反金と一元管理する等、より効果的な債権管理体制のあり方についても、併せて検討を行うこととされたい。（警察本部）

４　指摘・指示事項

定期監査を通じて、大阪府の財務及び事務事業の執行に関する事項について各部局毎に事情聴取を行い、指摘・指示するのが適当と認めた事項を、以下に指摘・指示事項として記載する。
（１）指摘事項

ア　歳入関係

・　校長専決の授業料減免審査手続において、「高等学校の授業料の減額又は免除に関する規定」の適用条項を誤ったため、「全額免除」とすべきところを「半額免除」と決定しているものがあった。（教育委員会）

イ　歳出関係

・　業務委託や物品購入などの経費支出手続について、契約の始期、納品日及び検査日までに決裁及び契約の締結がなされていないものがあった。（総務部、福祉部、健康医療部、商工労働部、環境農林水産部、都市整備部、住宅まちづくり部、教育委員会）

・　業務委託契約において、予算配当を超える金額で契約を行っているものがあった。（府民文化部）

・　概算払した運営費負担金について、交付を受けた事業者から同負担金の精算報告書が提出されていたが、大阪府財務規則に規定する精算が行われていないものがあった。（健康医療部）

・　機械警備業務委託契約に基づく経費の支出において、業務報告書が添付されておらず、適切に履行確認されずに支出されていた。（商工労働部）

ウ　庶務諸給与関係

・　通勤手当の支給事務について、病気休暇等により勤務実態がない期間があったにもかかわらず、戻入処理が行われなかったため、過払いとなっているものがあった。（府民文化部、住宅まちづくり部）

・　通勤手当の認定事務について、本人の届出よりも経済的かつ合理的と認められる経路が存在するにもかかわらず、任命権者による適切な確認が行われなかったため、通勤手当の過払いが生じているものがあった。（福祉部、住宅まちづくり部）
・　通勤手当の認定事務において、所属長による事後確認を実施していなかった。（環境農林水産部）
・　職員が他団体の役職を兼ねているにもかかわらず、職務に専念する義務の免除手続が行われていなかった。

　　また、国の主管課長会議に出席するため管外出張をした際に、同会議の開催時期に合わせて開催される当該団体主催の会議に出席していたにもかかわらず、旅費の調整を行っていないものがあった。（都市整備部）

・　通勤手当の認定事務において、任命権者による定期券等の事後確認が行われていなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。（教育委員会）

・　住居手当の認定事務において、家賃が減額されているにもかかわらず、手当額の改定を行っていなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。

　　また、支給要件を失ったにもかかわらず、手当を支給しているものがあった。（教育委員会）
・　通勤手当の認定事務において、通勤経路の事後確認が十分でなかったため、同手当が過払いとなっているものがあった。（教育委員会）

・　通勤手当の認定事務において、自転車使用に係る支給要件を誤ったため同手当が過払いとなっているものや自動車等通勤の承認基準に該当しないにもかかわらず認定されているものがあった。（警察本部）

エ　財産関係

･　府民文化部文化課が普通財産として管理する土地について、府有財産使用賃貸契約等所定の契約手続なく隣接自治会に対し使用を認めているものがあった。（府民文化部）
オ　物品関係

・　保健医療室健康づくり課が所管している備品の管理状況について確認したところ、過年度に展示意匠等製作業務委託契約により製作し、大阪府立健康科学センターに納入・据え付けした物品ほかについて、備品出納簿及び公有財産台帳に登載していなかった。（健康医療部）
（２）指示事項

・　ＪＲ通勤定期を利用して通勤している職員に対して支給する通勤手当について、いわゆる分割定期を購入すると運賃が安価になる場合には、最も安価となる運賃で計算した額をもって通勤手当を支給することとして、より一層の経費の削減に努められたい。（総務部）
平成19年度及び平成20年度一般会計決算











PAGE  
- 2 -

